






























































































































































































































































繰 延 税 金 資 産 3,000









































繰 延 税 金 資 産 3,000
( 貸 )
そ の 他 有 価 証 券 10,000
法 人 税 等 調 整 額 3,000
( 借 ) その他有価証券評価差額金 10,000
( 貸 ) そ の 他 有 価 証 券 10,000
( 借 ) そ の 他 有 価 証 券 評 価 損 10,000
























































































評 価 差 額 20,000
土 　 　 地 6,000
( 貸 )
土 　 　 地 20,000






















































評　 価　 差　 額 20,000
法 人 税 等 調 整 額 6,000
( 借 )
評 　 価 　 差 　 額 14,000
繰 延 税 金 資 産 6,000
( 借 )
評 　 価 　 差 　 額 14,000
繰 延 税 金 資 産 6,000
( 借 )
評 価 差 額 20,000
資 本 剰 余 金 6,000
( 貸 )
土　　　　　 地　　 20,000
評　 価　 差　 額 6,000
( 貸 ) 土　　　　　　　地　　 20,000
( 貸 ) 土　　　　　　　地　　 20,000
( 貸 )
土 地 20,000


























































 1   連結損益計算書の表示は税金等調整前当期純利
益であるが、本稿では、税金費用を控除する前の
利益を税引前当期純利益として記載する。
 2   企業会計基準員会（2020 年 3 月）「企業会計基準
第 12 号　四半期財務諸表に関する会計基準」第
14 項。
 3   企業会計基準員会（2018 年 2 月）「企業会計基準
適用指針第 29 号　中間財務諸表等における税効
果会計に関する適用指針」第 12 項。
 4   前掲注 2、第 14 項。
 5   前掲注 3、第 14 項 (1)。
 6   前掲注 3、第 15 項。
( 貸 ) 繰 延 税 金 資 産　　6,000
（借 ) 法 人 税 等 調 整 額　　6,000
－ 161 －
税効果会計に関する実務上の課題への対応に関する考察
 7   前掲注 3、[ 設例 5]2(2) ②。
 8   企業会計基準員会（2020 年 3 月）「企業会計基準
適用指針第 14 号　四半期財務諸表に関する会計
基準の適用指針」第 16 項。
 9   前掲注 8、第 17 項。
10   企業会計基準員会（2018 年 2 月）「企業会計基準
適用指針第 26 号　繰延税金資産の回収可能性に
関する適用指針」第 38 項から第 41 項。
11   前掲注 10、第 38 項 (2) なお書き。
12   強制評価減の場合の評価損を除く。
13   強制評価減実施後の帳簿価額を含む。
14   一時差異等がその他有価証券の１銘柄のみに存
在する場合を前提とする。
15   企業会計基準員会（2006 年 12 月）「討議資料　
財務会計の概念フレームワーク」第 3 章第 4 項。
16   前掲注 15、第 3 章第 4 項注釈 (2)。
17   前掲注 15、第 4 章第 6 項。
18   企業会計基準員会（2018 年 2 月）「企業会計基準
適用指針第 28 号　税効果会計にかかる会計基準
の適用指針」第 18 項。
19   前掲注 18、第 52 項。
20   前掲注 18、第 51 項。
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Considerations for Addressing Practical Issues Related to Tax Effect Accounting
― Focusing on accounting treatment in cases where deferred tax assets are judged to be unrecoverable ―
Satoshi SAKAEDA
【abstract】
    In the case of sudden and significant changes in the business environment, the issue of accounting for tax 
effects due to the judgment that deferred tax assets are not recoverable is not simply a matter of not applying tax 
effect accounting, so the accounting treatment including the concept was examined.
【key words】
Tax Effect Accounting, Temporary Differences, Deferred Tax Assets, No Recoverability, 
Processing Specific to the Quarter, Net Unrealized Gains on Securities
